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【令和３年度新規協働事業について】 
新型コロナウイルス感染症による業務継続計画実施のため、令和３年度に受け付け

た新規提案に関する協議及び審査は令和４年度に実施することとなりました。 



 

 

 

 

１ 令和３年度継続協働事業の審査結果について 

(１) 次年度継続に対する意見 

№ 事業の名称 
事業開始 

年度 

次年度 

継続希望 
継続についての意見 点数 

１ 

「住んでみたいまち相模

原」をめざす移住・定住促

進事業 

令和 

３年度 
有 

Ａ 次年度継続することが

妥当な協働事業と考えら

れる 

107/125 

２ 
市民参加による「さがみは

ら散歩」作成事業 

令和 

３年度 
有 

Ａ 次年度継続することが

妥当な協働事業と考えら

れる 

96/125 

３ 

食品ロスと食の格差解消

で、夢と希望が持てるまち

づくり 

令和 

３年度 
有 

Ａ 次年度継続することが

妥当な協働事業と考えら

れる 

100/125 

４ 

【行】 

オープンデータ活用促進

事業 

令和 

２年度 
有 

Ａ 次年度継続することが

妥当な協働事業と考えら

れる 

82/125 

５ 

防災意識の普及啓発、持続

可能なエネルギーと人の

繋がりの活性化事業 

令和 

２年度 
有 

Ａ 次年度継続することが

妥当な協働事業と考えら

れる 

95/125 

※ №欄の【行】は行政提案型協働事業、無印は市民提案型事業を示す。 

 

〇採点は、「事業の有効性・効果」「協働の必要性」「役割分担の妥当性」「経費の妥当性」「継

続の妥当性」の５項目を各項目５点満点で５人が採点。 

 （５点満点×５項目×５人＝１２５点満点） 

〇審査は、点数を参考に協議により行い、以下のいずれかの審査結果を示した。 

Ａ 次年度継続することが妥当な協働事業と考えられる 

Ｂ 次年度継続することを見送ることが適当な協働事業と考えられる 

 

１ 



 

 

(２)次年度継続及び進捗状況等に関する意見 

 
Ｎｏ 事業の名称 実施団体及び事業担当課 

１ 
「住んでみたいまち相模原」をめざす移

住・定住促進事業 

・一般社団法人 藤野観光協会 

・緑区役所地域振興課 

・観光・シティプロモーション課 

・建築・住まい政策課 

【審査結果】 

次年度継続することが妥当な協働事業と考えられる。 
 

【意見】 

コロナ禍でのニーズを捉え、一定のマッチング件数を確保している点は評価する。 

今後は自主財源の確保に取り組むとともに、ターゲットを絞り、通勤する仕事に依存し

ない層への働きかけを重点的に行っていただきたい。 

 
Ｎｏ 事業の名称 実施団体及び事業担当課 

２ 
市民参加による「さがみはら散歩」作成事

業 

・市民講座 まなびのライブ塾 

・生涯学習センター 

・観光・シティプロモーション課 

【審査結果】 

次年度継続することが妥当な協働事業と考えられる。 
 

【意見】 

シティプロモーションの観点から、他のコンテンツに比べてどのように優れているか評

価・検証が必要である。 

対象をシニア層に限定することなく、講座の周知方法も含め、より広い年齢層へ発信す

ることを心掛けていただきたい。 

 
Ｎｏ 事業の名称 実施団体及び事業担当課 

３ 
食品ロスと食の格差解消で、夢と希望が持

てるまちづくり 

・フードコミュニティ 

・こども・若者支援課 

・子育て給付課 

・資源循環推進課 

【審査結果】 

次年度継続することが妥当な協働事業と考えられる。 
 

【意見】 

コロナ禍において、必要度の高い取組だと考える。 

今後は自主財源の確保や、組織体制の強化に取り組んでいただきたい。 

例えば廃棄予定の自動車を企業から譲り受ける等、負担のない形で協力を求めることも

有効だと考える。 

２ 



 

 

 
Ｎｏ 事業の名称 実施団体及び事業担当課 

４ 

【行】 
オープンデータ活用促進事業 

・さがみはらＩＴ協同組合 

・ＤＸ推進課 

【審査結果】 

次年度継続することが妥当な協働事業と考えられる。 
 

【意見】 

  実施予定のアプリコンテストに縛られず、例えば既にオープンデータとして利用可能と 

なっている新型コロナやワクチンに関する情報を活用する等、時宜にかなった事業展開を

期待する。 

 
Ｎｏ 事業の名称 実施団体及び事業担当課 

５ 
防災意識の普及啓発、持続可能なエネルギ

ーと人の繋がりの活性化事業 

・藤野電力 

・危機管理課 

・緑区役所 地域振興課 

・藤野まちづくりセンター 

・政策課 

【審査結果】 

次年度継続することが妥当な協働事業と考えられる。 
 

【意見】 

事業内容については評価するが、市内の学校や防災訓練に対しても働きかけを行い、よ

り市民に還元される事業としていただきたい。 

 炭による蓄電池のプロジェクトへの期待もあり、協議の頻度を増やし、より一層担当課

と協働して実施していただきたい。 

 

３ 


